
様式第１号の２その２（実施要領第５条関係）
設備投資に関する計画

１　成長産業事業の用に供するもので、成長産業事業計画認定後３年以内に取得・供用開始予定のもの
（１）機械・装置の内訳

	番号
	名称
	法人税
軽減措置
	設置予定地
（供用開始予定年月日）
	用途
	事業内容

	１
	
	□有
□無
	（　　　年　月　日）
	
	

	２
	
	□有
□無
	（　　　年　月　日）
	
	

	３
	
	□有
□無
	（　　　年　月　日）
	
	

	４
	
	□有
□無
	（　　　年　月　日）
	
	

	５
	
	□有
□無
	（　　　年　月　日）
	
	

	６
	
	□有
□無
	（　　　年　月　日）
	
	


（２）その他償却資産の内訳

	番号
	名称
	種別
	法人税
軽減措置
	設置予定地
（供用開始予定年月日）
	用途
	事業内容

	１
	
	□器具・備品
□その他（　　　　）
	□有
□無
	（　　　年　月　日）
	
	

	２
	
	□器具・備品
□その他（　　　　）
	□有
□無
	（　　　年　月　日）
	
	


２　成長産業事業の用に供するもので、賃借予定のもの又は成長産業事業計画認定前に取得した（又は取得予定の）もの
（１）機械・装置の内訳

	番号
	名称
	設置予定地
（供用開始予定年月日）
	用途
	事業内容

	
	
	（　　　年　月　日）
	
	

	
	
	（　　　年　月　日）
	
	

	
	
	（　　　年　月　日）
	
	

	
	
	（　　　年　月　日）
	
	

	
	
	（　　　年　月　日）
	
	


（２）その他償却資産の内訳

	番号
	名称
	種別
	設置予定地
（供用開始予定年月日）
	用途
	事業内容

	
	
	□器具・備品
□その他（　　　　）
	（　　　年　月　日）
	
	

	
	
	□器具・備品
□その他（　　　　）
	（　　　年　月　日）
	
	

	
	
	□器具・備品
□その他（　　　　）
	（　　　年　月　日）
	
	

	
	
	□器具・備品
□その他（　　　　）
	（　　　年　月　日）
	
	

	
	
	□器具・備品
□その他（　　　　）
	（　　　年　月　日）
	
	


注１　記載のある設備に関して、仕様書、見積書その他の関係書類の提出を求める場合があります。
　２　成長産業事業に関する地方税の軽減措置を実施している府内市町村に本計画書と同一内容の計画書を提出する場合は、その写し及び添付資料を提出して下さい。（本計画書の記載・提出は不要となります）
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